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１節　はじめに

　世界では情報技術や輸送手段，交通手段の発達により，ボーダレス化が

進展している．それにより，家計による国境を越えた財の消費が可能な状

況も多く見られ，各国の企業は財の消費が国内に限定される財のみならず，

貿易財を生産し，グローバルな市場において販売している．多くの国々に

おいて，国際貿易が盛んな状況である．他方で，企業活動による温室効果

ガスの排出等の環境汚染の問題に対して，各国においては，直接的な環境

規制や環境税・補助金等の環境政策について議論され，行使されている（１）．

　このような国際貿易が盛んな状況である一方で，環境問題が深刻な状況

において，近年，多くの企業によりCSR活動が行われている．本稿では，

このような状況を背景に，開放経済下で，企業による財の生産に伴い汚染

物質が排出される状況において，企業の社会的評価に注目して，企業が自

発的に環境に関するCSR活動を行うか否かについて選択する動機に関して

理論的に考察する．

　まず，開放経済を想定した下で，近年のCSRに関する先行研究には，
Wang et al.（2012），Chang et al.（2014），Liu et al.（2018）等がある．Wang 

et al.（2012）では，国際貿易と政府による関税政策を想定した複占市場に

おいて，各国の輸出企業が自社の利潤のみならず，消費者余剰も考慮する

か否かに関する決定について分析している．Wang et al.（2012）の主な結
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果として，均衡においては，各国の輸出企業が自社の目的関数に消費者余

剰も考慮することに決定することが示されており，また，両企業が消費

者余剰も考慮して財の生産活動を行う場合は，消費者余剰を考慮しない

場合よりも社会厚生が高くなることを示している．Chang et al.（2014）で

は，クールノーモデルの枠組みにおいて，自国の企業と他国の輸出企業が

存在し，自国において関税を課す状況を想定して，各国の企業によるCSR

活動を行うか否かの選択が自国の社会厚生に与える影響について分析して

いる．Chang et al.（2014）の主な結果として，両企業がCSR活動を行う均

衡が実現することを示しており，また，均衡における自国の社会厚生につ

いては，自国の企業のみがCSR活動を行う場合の方が，他国の企業のみが
CSR活動を行う場合よりも社会厚生は大きくなることを示している．Liu 

et al.（2018）では，国内の企業と他国の企業が存在し，国際貿易に注目し

た寡占市場を想定して，国内企業のうち１社がCSR活動を行う状況におい

て，国内の社会厚生を最大化するCSRの水準と関税政策について分析して

いる．Liu et al.（2018）の主な結果として，関税の課税の歪みの程度が小

さい場合は，課税の歪みの程度が増大すると，社会的最適なCSRの水準は

高くなることを示している．

　このような先行研究では，国際貿易を想定したCSRに関する理論的な分

析は行われているが，汚染排出企業を想定して，環境に関するCSR活動に

関する分析は行われていない．

近年の環境に関するCSR活動についての理論的な先行研究には，Jinji 

（2013），Lambertini and Tampieri（2015），Liu et al.（2015），Hirose et

al.（2017），Ee et al.（2018），Ohno（2019），Ohno（2020a），Ohno（2020b）

等が挙げられる（２）．Jinji（2013）では，越境汚染を想定して，自国の政府

と他国の政府が環境税と財の輸出補助金を行使することが可能な状況にお

いて，自国の企業による環境配慮の活動が自国の厚生に与える影響につ

いて分析している．Jinji（2013）のモデルでは，自国の企業が世界全体の

環境ダメージを考慮する状況を想定している．Jinji（2013）の主な結果と
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して，越境汚染が存在するときに，企業の環境ダメージを考慮する程度に

よっては，企業が利潤のみを考慮する場合よりも，利潤のみならず環境ダ

メージも考慮する場合の方が，自国の厚生は低くなることを示している．
Lambertini and Tampieri（2015）では，寡占市場において，企業の財の生

産に環境外部性が伴う状況を想定し, １社の企業のみCSR活動を行うとき

の企業の利潤や社会厚生に与える影響について分析している．Lambertini

and Tampieri（2015）のモデルにおけるCSR企業は，自社の利潤と消費者

余剰のみならず，環境ダメージも考慮して財の生産活動を行う状況を想定

している．Lambertini and Tampieri（2015）の主な結果として，市場の規模

が十分大きい場合は，CSR企業の利潤がCSR活動を行わない企業の利潤よ

りも高くなり，また，CSR企業が存在する市場の社会厚生の方が，全ての

企業がCSR活動を行わない市場の社会厚生よりも高くなることを示してい

る．Liu et al.（2015）では，NGOが認定するECSRの基準を企業が受け入

れるか否かについて，クールノーモデルとベルトランモデルの各モデルで

分析を行い，その結果を比較している．Liu et al.（2015）のモデルでは，
Manasakis et al.（2013, 2014）に従った消費者の効用関数において，ECSR

（環境に関するCSR）の水準を連続変数として，ECSRの水準が高まると財

への需要が増大する状況を想定している．Liu et al.（2015）の主な結果と

して，NGOにより認定されたECSRの基準は，ベルトラン競争下よりもクー

ルノー競争下の方が高くなることを示している．Ohno（2019）では，開

放経済の下で，越境汚染が存在する状況を想定して，各国の企業による環

境と消費者余剰の両方を考慮したCSR活動の促進が，環境に与える影響に

ついて分析している．Ohno（2019）の主な結果として，越境汚染が存在

しない（存在する）場合，相手国の企業がCSR活動を行うか否かに関わらず，

自国の企業がCSR活動を行うことは環境ダメージを増大（低下）させるこ

とを示している．Ohno（2020b）では，開放経済の下で，越境汚染の波及

が非対称的な状況を想定し，また，各国において環境税が課される状況を

想定して，各国の企業によるECSR活動の促進が，環境ダメージにどのよ
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うな影響を与えるか等について分析している．Ohno（2020b）の主な結果

として，越境汚染が自国（他国）で存在し，他国（自国）で存在していな

い状況では，他国（自国）のECSR活動の促進により，他国（自国）の環

境ダメージが低下することを示している．

　このような環境に関するCSR活動についての先行研究では，開放経済下

において各国の汚染排出企業によるECSR活動が内生的に決定される状況

については分析されていない．
ECSR活動が内生的に決定される状況について分析されている先行研究

には，Hirose et al.（2017），Ohno（2020a）等がある．Hirose et al.（2017）

では，製品差別化のある複占モデルを用いて，はじめに各企業が同時に
ECSR活動の水準を決定し，その後，財の価格を逐次的に決定する状況に

ついて分析している．Hirose et al.（2017）の主な結果として，均衡におい

ては，後手の企業のみECSR活動を行うことを示しており，また，先手の

企業の利潤は，後手の企業の利潤よりも大きくなることを示している（３）．
Ohno（2020a）では，開放経済の下で，越境汚染が存在する状況を想定し

て，各国の汚染排出企業が独立的にECSR活動を行うか否かについて決定

する状況について理論的に分析されている．Ohno（2020a）の主な結果と

して，越境汚染が存在するか否かに関わらず，均衡においては各国の企業

がECSR活動を行わないと決定することを示している．
Hirose et al.（2017）やOhno（2020a）では，ECSR活動が内生的に決定さ

れる状況について分析されているが，ECSR活動により企業の社会的評価

が高まり，財への需要が増大する状況を想定した分析は行われていない．

　そこで，本稿では，Ohno（2020a）を参考にして，企業によるECSR活

動により企業の社会的評価が高まる状況をモデルにおいて想定し，各国の

企業によるECSR活動の内生的な決定について分析している．主な結果と

して，まず，他国の企業によるECSR活動の程度が自国の企業によるECSR

活動の程度よりも相対的に小さい（大きい）場合は，限界的なECSR活動

により財に対する需要が増大する程度が高くなると，均衡における自国の
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財の生産量は増加（減少）することを示している．また，自国の限界環境

ダメージの程度が小さい（大きい）ときには，自国の企業によるECSR活

動が促進されると，均衡における自国の環境ダメージは増加（減少）する

ことを示している．そして，各国の限界環境ダメージの程度が小さい（大

きい）場合は，各国の企業がECSR活動を行う（ECSR活動を行わない）戦

略に決定する均衡が実現することを示している．

２節　モデル

　世界に国１と国２の２国が存在するとする．各国内には，同質的な住民

と１社の企業が存在する．各国内の住民の人口を１に基準化する．開放経

済を想定する．各国内の企業は，私的財を生産し，販売する．各国内の住

民は，国際的な市場を通じて，私的財を消費する．企業の財の生産に伴い

汚染物質が排出されるとする．国i（i = 1,2）の逆需要関数を次のように表

す．

⑴
⑴式の左辺のPiは国iにおける財の価格を表している．右辺の第一項目

は、最大支払意思額に関する項である．財に対する最大支払意思額をα＞

０と表す．国iの企業の環境に関するCSR活動の程度をθiと表す．以下では，

国iの企業の環境に関するCSR活動を国iの企業のECSR活動と表現する．ま

た，国iの企業がECSR活動を限界的に促進することによって，国iの住民

の財に対する需要が高まる程度をβ＞０と表す（４）．すなわち，左辺の第

一項目は，国iの企業がECSR活動を行うことによって，企業の社会的評価

が高まり，国iの財の需要が増大する状況を表している（５）．そして，右辺

の第二項目は国iの財の需要量を表し，第三項目は国jの財の需要量を表す．

　国iの企業の財の生産の限界費用を c＞０とする．国iの企業の利潤を

とする．国iの逆需要関数⑴式より，国iの企業の利潤は次

のようになる．
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⑵
　ここで，A≡a－c＞0, F（θi）≡ a（1＋βθi）－c＞0とする．Aは十分大きな値

とする．

　企業による財の生産量１単位あたり１ほど汚染物質が排出されるとす

る．国iの環境ダメージ関数を次のように表す．

⑶

　⑶式において，αiは国iにおける限界環境ダメージの程度を表し, 0 ≤
αi ≤ 1とする．

　国iの企業の目的関数を次のように表す．国iの企業の目的関数をViとす

る．

⑷

　⑷式の第一項目は，国iの企業の利潤を表している．第二項目のθiは，国
iの企業のECSRの程度を表し, 0 ≤ θi ≤ 1とする．国iの企業がECSR活動を

促進するとθiの水準は高くなる．

　ゲームの流れは次のようになる．まず，各国における企業が，ECSR活

動を行うか否かについて決定する．その後，各国における企業が，財の生

産量を決定する．次節より，このゲームをバックワードで解いていく．

３節　各国の企業による財の生産量の決定

この節では，各国の企業による財の生産量の決定について分析する．国i

の企業は，国jの企業による財の生産量を所与として，目的関数⑷式を最

大化する財の生産量qiを決定する．利潤最大化の一階条件は次のようにな

る．

⑸

　ここで，TRiは国iの企業の収入と定義する（TRi≡{ a（1＋βθi）－qi－qj }
qi）．⑸式の左辺は，国iの企業の財の生産による限界収入を表している．
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財の生産量は増加（減少）することを示している．また，自国の限界環境

ダメージの程度が小さい（大きい）ときには，自国の企業によるECSR活

動が促進されると，均衡における自国の環境ダメージは増加（減少）する

ことを示している．そして，各国の限界環境ダメージの程度が小さい（大

きい）場合は，各国の企業がECSR活動を行う（ECSR活動を行わない）戦

略に決定する均衡が実現することを示している．

２節　モデル

　世界に国１と国２の２国が存在するとする．各国内には，同質的な住民

と１社の企業が存在する．各国内の住民の人口を１に基準化する．開放経

済を想定する．各国内の企業は，私的財を生産し，販売する．各国内の住

民は，国際的な市場を通じて，私的財を消費する．企業の財の生産に伴い

汚染物質が排出されるとする．国i（i = 1,2）の逆需要関数を次のように表

す．

⑴
　⑴式の左辺のPiは国iにおける財の価格を表している．右辺の第一項目

は、最大支払意思額に関する項である．財に対する最大支払意思額をα＞

０と表す．国iの企業の環境に関するCSR活動の程度をθiと表す．以下では，

国iの企業の環境に関するCSR活動を国iの企業のECSR活動と表現する．ま

た，国iの企業がECSR活動を限界的に促進することによって，国iの住民

の財に対する需要が高まる程度をβ＞０と表す（４）．すなわち，左辺の第

一項目は，国iの企業がECSR活動を行うことによって，企業の社会的評価

が高まり，国iの財の需要が増大する状況を表している（５）．そして，右辺

の第二項目は国iの財の需要量を表し，第三項目は国jの財の需要量を表す．

　国iの企業の財の生産の限界費用を c＞０とする．国iの企業の利潤を

とする．国iの逆需要関数⑴式より，国iの企業の利潤は次

のようになる．
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⑵
　ここで，A≡a－c＞0, F（θi）≡ a（1＋βθi）－c＞0とする．Aは十分大きな値

とする．

　企業による財の生産量１単位あたり１ほど汚染物質が排出されるとす

る．国iの環境ダメージ関数を次のように表す．

⑶

⑶式において，αiは国iにおける限界環境ダメージの程度を表し, 0 ≤
αi ≤ 1とする．

　国iの企業の目的関数を次のように表す．国iの企業の目的関数をViとす

る．

⑷

⑷式の第一項目は，国iの企業の利潤を表している．第二項目のθiは，国
iの企業のECSRの程度を表し, 0 ≤ θi ≤ 1とする．国iの企業がECSR活動を

促進するとθiの水準は高くなる．

　ゲームの流れは次のようになる．まず，各国における企業が，ECSR活

動を行うか否かについて決定する．その後，各国における企業が，財の生

産量を決定する．次節より，このゲームをバックワードで解いていく．

３節　各国の企業による財の生産量の決定

　この節では，各国の企業による財の生産量の決定について分析する．国i

の企業は，国jの企業による財の生産量を所与として，目的関数⑷式を最

大化する財の生産量qiを決定する．利潤最大化の一階条件は次のようにな

る．

⑸

　ここで，TRiは国iの企業の収入と定義する（TRi≡{ a（1＋βθi）－qi－qj } 
qi）．⑸式の左辺は，国iの企業の財の生産による限界収入を表している．
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⑸式の右辺の第一項目は，国iの企業の財の生産による限界費用を表して

いる．⑸式の右辺の第二項目は，国iの企業の財の生産による国iの限界環

境ダメージを表している．すなわち，⑸式は，財の生産の限界便益と限界

費用が一致する条件を表している．

　国iの企業は，条件⑸式を満たすような財の生産量を決定し，財の生産

量は次のようになる．

⑹

⑹式は，国iの企業の反応関数を表している．⑹式より，財市場におい

て戦略的代替の関係が存在することがわかる．国iの均衡における財の生

産量は次のように求められる．ここで，均衡における国iの財の生産量を
qi
*と表す．

⑺

⑺式について，Aの値が十分大きく，A－2αi > 0 とA > aβが成立すると

する．これにより，均衡における財の生産量⑺式の符号が正となることが

保証される．

　均衡における国iの財の生産量の国iの企業によるECSRの程度に関する

比較静学を行うと次のようになる．

⑻

　ここで，aβ > αiが成立するときには，⑻式の符号は正となる．aβ < αiが

成立するときには，⑻式の符号は負となる．したがって，次の補題が得ら

れる．

補題１

　自国の限界環境ダメージの程度が小さい（大きい）ときには，自国の企

業によるECSR活動が促進されると，均衡における自国の財の生産量は増
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加（減少）する．

補題１の解釈は次のようになる．国iの企業によるECSR活動の程度が高

まると，⑸式より，限界環境ダメージが増大することになる．また，国i

の企業によるECSR活動の程度が高まると，国iの企業の限界収入が増加す

ることになる．ここで，国iの限界環境ダメージの程度が小さい（aβ > αi）

ときには，国iの企業のECSR活動の程度の上昇による国iの限界環境ダメー

ジが増大する効果が国iの企業の限界収入が増加する効果よりも小さくな

る．したがって，aβ > αiのときには，国iの企業のECSR活動が促進されると，

均衡における国iの財の生産量は増加すると考えられる．また，国iの限界

環境ダメージの程度が大きい（aβ < αi）ときには，国iの企業のECSR活動

の程度の上昇による国iの限界環境ダメージが増大する効果が国iの企業の

限界収入が増加する効果よりも大きくなる．したがって，aβ <αiのときに

は，国iの企業のECSR活動が促進されると，均衡における国iの財の生産

量は減少すると考えられる．

　均衡における国iの財の生産量の国jの企業によるECSRの程度に関する

比較静学を行うと次のようになる．

⑼

　ここで，aβ > αjが成立するときには，⑼式の符号は負となる．aβ < αjが

成立するときには，⑼式の符号は正となる．したがって，次の補題が得ら

れる．

補題２

　他国の限界環境ダメージの程度が小さい（大きい）ときには，他国の企

業によるECSR活動が促進されると、均衡における自国の財の生産量は減

少（増加）する．
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⑸式の右辺の第一項目は，国iの企業の財の生産による限界費用を表して

いる．⑸式の右辺の第二項目は，国iの企業の財の生産による国iの限界環

境ダメージを表している．すなわち，⑸式は，財の生産の限界便益と限界

費用が一致する条件を表している．

　国iの企業は，条件⑸式を満たすような財の生産量を決定し，財の生産

量は次のようになる．

⑹

　⑹式は，国iの企業の反応関数を表している．⑹式より，財市場におい

て戦略的代替の関係が存在することがわかる．国iの均衡における財の生

産量は次のように求められる．ここで，均衡における国iの財の生産量を
qi
*と表す．

⑺

　⑺式について，Aの値が十分大きく，A－2αi > 0 とA > aβが成立すると

する．これにより，均衡における財の生産量⑺式の符号が正となることが

保証される．

　均衡における国iの財の生産量の国iの企業によるECSRの程度に関する

比較静学を行うと次のようになる．

⑻

　ここで，aβ > αiが成立するときには，⑻式の符号は正となる．aβ < αiが

成立するときには，⑻式の符号は負となる．したがって，次の補題が得ら

れる．

補題１

　自国の限界環境ダメージの程度が小さい（大きい）ときには，自国の企

業によるECSR活動が促進されると，均衡における自国の財の生産量は増
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加（減少）する．

　補題１の解釈は次のようになる．国iの企業によるECSR活動の程度が高

まると，⑸式より，限界環境ダメージが増大することになる．また，国i

の企業によるECSR活動の程度が高まると，国iの企業の限界収入が増加す

ることになる．ここで，国iの限界環境ダメージの程度が小さい（aβ > αi）

ときには，国iの企業のECSR活動の程度の上昇による国iの限界環境ダメー

ジが増大する効果が国iの企業の限界収入が増加する効果よりも小さくな

る．したがって，aβ > αiのときには，国iの企業のECSR活動が促進されると，

均衡における国iの財の生産量は増加すると考えられる．また，国iの限界

環境ダメージの程度が大きい（aβ < αi）ときには，国iの企業のECSR活動

の程度の上昇による国iの限界環境ダメージが増大する効果が国iの企業の

限界収入が増加する効果よりも大きくなる．したがって，aβ <αiのときに

は，国iの企業のECSR活動が促進されると，均衡における国iの財の生産

量は減少すると考えられる．

　均衡における国iの財の生産量の国jの企業によるECSRの程度に関する

比較静学を行うと次のようになる．

⑼

　ここで， aβ > αjが成立するときには，⑼式の符号は負となる．aβ < αjが

成立するときには，⑼式の符号は正となる．したがって，次の補題が得ら

れる．

補題２

　他国の限界環境ダメージの程度が小さい（大きい）ときには，他国の企

業によるECSR活動が促進されると、均衡における自国の財の生産量は減

少（増加）する．
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　補題２の解釈は次のようになる．補題１より，他国の限界環境ダメージ

の程度が小さい（aβ > αj）ときには，他国の企業のECSR活動が促進され

ると，他国の均衡における財の生産量が増加する．ここで，財市場において，

戦略的代替の関係が存在するので，他国の財の生産量が増加すると，自国

の財の生産量は減少することになる．したがって，他国の限界環境ダメー

ジの程度が小さい（aβ > αj）ときには，他国の企業のECSR活動が促進さ

れると，均衡における自国の財の生産量は減少すると考えられる．また，

補題1より，他国の限界環境ダメージの程度が大きい（aβ < αj）ときには，

他国の企業のECSR活動が促進されると，他国の均衡における財の生産量

が減少する．ここで，財市場において，戦略的代替の関係が存在するので，

他国の財の生産量が減少すると，自国の財の生産量が増加することになる．

したがって，他国の限界環境ダメージが大きい（aβ < αj）ときには，他国

の企業のECSR活動が促進されると，均衡における自国の財の生産量は増

加すると考えられる．

　次に，限界的なECSR活動により，財に対する需要が増大する程度が高

まると，均衡における国iの財の生産量にどのような影響を与えるかにつ

いて分析すると，次のようになる．

　　　　　　　　　　　　    ⑽

⑽式より，次の関係が成立する．

このような関係を図示すると，図１のようになる．
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　図１より，次の命題が得られる（６）．

命題１

　他国の企業によるECSR活動の程度が自国の企業によるECSR活動の程度

よりも相対的に小さい（大きい）場合は，限界的なECSR活動により財に

対する需要が増大する程度が高くなると，均衡における自国の財の生産量

は増加（減少）する．

　命題１の解釈については，次のようになる．2θi > θjのとき，限界的な
ECSR活動により財に対する需要が増大する程度が高まることによる各企

業の反応曲線の変化については次の図２のようになる．

図１

図２
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　補題２の解釈は次のようになる．補題１より，他国の限界環境ダメージ

の程度が小さい（aβ > αj）ときには，他国の企業のECSR活動が促進され

ると，他国の均衡における財の生産量が増加する．ここで，財市場において，

戦略的代替の関係が存在するので，他国の財の生産量が増加すると，自国

の財の生産量は減少することになる．したがって，他国の限界環境ダメー

ジの程度が小さい（aβ > αj）ときには，他国の企業のECSR活動が促進さ

れると，均衡における自国の財の生産量は減少すると考えられる．また，

補題1より，他国の限界環境ダメージの程度が大きい（aβ < αj）ときには，

他国の企業のECSR活動が促進されると，他国の均衡における財の生産量

が減少する．ここで，財市場において，戦略的代替の関係が存在するので，

他国の財の生産量が減少すると，自国の財の生産量が増加することになる．

したがって，他国の限界環境ダメージが大きい（aβ < αj）ときには，他国

の企業のECSR活動が促進されると，均衡における自国の財の生産量は増

加すると考えられる．

　次に，限界的なECSR活動により，財に対する需要が増大する程度が高

まると，均衡における国iの財の生産量にどのような影響を与えるかにつ

いて分析すると，次のようになる．

　　　　　　　　　　　　    ⑽

⑽式より，次の関係が成立する．

このような関係を図示すると，図１のようになる．
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　図１より，次の命題が得られる（６）．

命題１

　他国の企業によるECSR活動の程度が自国の企業によるECSR活動の程度

よりも相対的に小さい（大きい）場合は，限界的なECSR活動により財に

対する需要が増大する程度が高くなると，均衡における自国の財の生産量

は増加（減少）する．

　命題１の解釈については，次のようになる．2θi > θjのとき，限界的な
ECSR活動により財に対する需要が増大する程度が高まることによる各企

業の反応曲線の変化については次の図２のようになる．

図１

図２
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　図２より，限界的なECSR活動により財に対する需要が増大する程度が

高くなると，財市場における両企業の反応曲線は上方にシフトする．ここ

で，他国の企業によるECSR活動の程度が自国の企業によるECSR活動の程

度よりも相対的に小さい場合は，自国の企業の反応曲線のシフトの方が他

国の企業の反応曲線のシフトよりも大きくなる．したがって，この場合は，

限界的なECSR活動により財に対する需要が増大する程度が高くなると，

均衡における自国の財の生産量は増加する．

　2θi < θjのとき，限界的なECSR活動により財に対する需要が増大する程

度が高まることによる各企業の反応曲線の変化については次の図３のよう

になる．

　図３より，限界的なECSR活動により財に対する需要が増大する程度が

高くなると，財市場における両企業の反応曲線は上方にシフトする．ここ

で，他国の企業によるECSR活動の程度が自国の企業によるECSR活動の程

度よりも相対的に大きい場合は，自国の企業の反応曲線のシフトよりも，

他国の企業の反応曲線のシフトの方が大きくなる．したがって，この場合

は，限界的なECSR活動により財に対する需要が増大する程度が高くなる

と，均衡における自国の財の生産量は減少する．

　次に，自国の企業によるECSR活動の促進が，自国の環境にどのような

影響を与えるかについて分析する．⑶式より，均衡における国iの環境ダ

図３
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メージの国iの企業によるECSRの程度に関する比較静学を行うと次のよう

になる．

⑾

　ここで，aβ > αiが成立するときには，⑾式の符号は正となる．aβ < αiが

成立するときには，⑾式の符号は負となる．したがって，次の命題が得ら

れる．

命題２

　自国の限界環境ダメージの程度が小さい（大きい）ときには，自国の企

業によるECSR活動が促進されると，均衡における自国の環境ダメージは

増加（減少）する．

　命題２の解釈は次のようになる．越境汚染は存在しないので，自国にお

ける財の生産に伴う汚染物質排出が直接に自国の環境ダメージに影響を与

える．補題１より，限界環境ダメージの程度が小さい場合（aβ > αi）には，

自国の企業によるECSR活動が促進されると，自国の均衡における財の生

産量は増加する．したがって，限界環境ダメージの程度が小さい場合には，
ECSR活動による財の生産量増加に伴い汚染物質排出量が増加するので，

自国の環境ダメージは増加する．また，補題１より，限界環境ダメージの

程度が大きい場合（aβ < αi）には，自国の企業によるECSR活動が促進さ

れると，自国の均衡における財の生産量は減少する．したがって，限界環

境ダメージの程度が大きい場合には，ECSR活動による財の生産量減少に

伴い汚染物質排出量が減少するので，自国の環境ダメージは減少する．

　次に，他国の企業によるECSR活動の促進が，自国の環境にどのような

影響を与えるかについて分析する．⑶式より，均衡における国iの環境ダ

メージの国jの企業によるECSRの程度に関する比較静学を行うと次のよう

になる．
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メージの国iの企業によるECSRの程度に関する比較静学を行うと次のよう

になる．

　　　　　　　　　　　　
  ⑾

　ここで，aβ > αiが成立するときには，⑾式の符号は正となる．aβ < αiが

成立するときには，⑾式の符号は負となる．したがって，次の命題が得ら

れる．

命題２

　自国の限界環境ダメージの程度が小さい（大きい）ときには，自国の企

業によるECSR活動が促進されると，均衡における自国の環境ダメージは

増加（減少）する．

　命題２の解釈は次のようになる．越境汚染は存在しないので，自国にお

ける財の生産に伴う汚染物質排出が直接に自国の環境ダメージに影響を与

える．補題１より，限界環境ダメージの程度が小さい場合（aβ > αi）には，

自国の企業によるECSR活動が促進されると，自国の均衡における財の生

産量は増加する．したがって，限界環境ダメージの程度が小さい場合には，
ECSR活動による財の生産量増加に伴い汚染物質排出量が増加するので，

自国の環境ダメージは増加する．また，補題１より，限界環境ダメージの

程度が大きい場合（aβ < αi）には，自国の企業によるECSR活動が促進さ

れると，自国の均衡における財の生産量は減少する．したがって，限界環

境ダメージの程度が大きい場合には，ECSR活動による財の生産量減少に

伴い汚染物質排出量が減少するので，自国の環境ダメージは減少する．

　次に，他国の企業によるECSR活動の促進が，自国の環境にどのような

影響を与えるかについて分析する．⑶式より，均衡における国iの環境ダ

メージの国jの企業によるECSRの程度に関する比較静学を行うと次のよう

になる．
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⑿

　ここで，aβ > αjが成立するときには，⑿式の符号は負となる．aβ < αjが

成立するときには，⑿式の符号は正となる．

したがって，次の命題が得られる．

命題３

　他国の限界環境ダメージの程度が小さい（大きい）ときには，他国の企

業によるECSR活動が促進されると，均衡における自国の環境ダメージは

減少（増加）する．

　命題３の解釈は次のようになる．補題２より，他国の限界環境ダメージ

の程度が小さい（aβ > αj）ときには，他国の企業によるECSR活動が促進

されると，他国の財の生産量が増加し，財市場における戦略的代替の関係

が存在するため，自国の財の生産量は減少する．したがって，他国の限界

環境ダメージの程度が小さいときには，他国の企業のECSR活動による自

国の財の生産量減少に伴い汚染物質排出量が減少するので，自国の環境ダ

メージは減少する．また，補題２より，他国の限界環境ダメージの程度が

大きい（aβ < αj）ときには，他国の企業によるECSR活動が促進されると，

他国の財の生産量が減少し，財市場における戦略的代替の関係が存在する

ため，自国の財の生産量は増加する．したがって，他国の限界環境ダメー

ジの程度が大きいときには，他国の企業のECSR活動による自国の財の生

産量増加に伴い汚染物質排出量が増加するので，自国の環境ダメージは増

加する．

４節　各国の企業によるECSRの決定

　各国の企業は，独立的に第２ステージの均衡における財の生産量を読み
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込んだ上で，ECSR活動に関する戦略の決定を行う．ここでは，第１ステー

ジの各国の企業によるECSR活動に関する戦略の決定について分析する．

国iの企業は，ECSR活動を行う（θi = 1）あるいは，ECSR活動を行わない

（θi = 0）かについて選択する．

　財市場の均衡における国iの企業の目的関数は，次のようになる．ここで，

財市場の均衡における国iの企業の目的関数をVi
*と表す（７）．

⒀

　各国の企業が，ECSR活動を行う場合（θ1 = θ2 = 1）の財市場の均衡にお

ける国iの企業の目的関数の値は次のようになる．

⒁

　各国の企業が，ECSR活動を行わない場合（θ1 = θ2 = 0）の財市場の均衡

における国iの企業の目的関数の値は次のようになる．

⒂

　国１の企業がECSR活動を行わず，国２の企業がECSR活動を行う場合

（θ1 = 0，θ2 = 1）の財市場の均衡における国１と国２の企業の目的関数の

値は次のようになる．

⒃

⒄

　国１の企業がECSR活動を行い，国２の企業がECSR活動を行わない場

合（θ1 = 1，θ2 = 0）の財市場の均衡における国１と国２の企業の目的関数

の値は次のようになる．

⒅
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　　　　　　　　　　　    ⒆

　以上の各国における企業の目的関数の値より，このゲームの利得行列は

図４のようになる．図４の利得行列は，各国おける企業のECSRに関する

戦略の決定と実現する利得の状況について表している．

　図４の利得行列より，各国の企業のECSRに関する戦略の決定について

分析する．まず，国１の企業の戦略の決定について分析する．国２の企

業がECSR活動を行う場合の国１の企業の戦略の決定について考える．国

２の企業がECSR活動を行うこと（θ2 = 1）を所与として，国１の企業が
ECSR活動を行うときの目的関数の値とECSR活動を行わないときの目的関

数の値の差をとると次のようになる．

　　　　　　　　
  ⒇

　⒇式より，Aの値が十分大きく，A－2αi > 0が成立すると仮定している

ので，次の関係が成立する．

　次に，国２の企業がECSR活動を行わない場合の国１の企業の戦略の決

定について考える．国２の企業がECSR活動を行わないこと（θ2 = 0）を所

与として，国１の企業がECSR活動を行うときの目的関数の値とECSR活動

を行わないときの目的関数の値の差をとると次のようになる．

　　　　　　　　
 

θ2 = 1 θ2 = 0
θ1 = 1 V1

11，V2
11 V1

10，V2
10

θ1 = 0 V1
01，V2

01 V1
00，V2

00

図４

論　　　説

Kumamoto Law Review, vol.152, 2021

― 54 ―

89

　 式より，Aの値が十分大きく，A－2αi > 0が成立すると仮定している

ので，次の関係が成立する．

　企業２の戦略決定について分析する．国１の企業がECSR活動を行う場合

の国２の企業の戦略の決定について考える．国１の企業がECSR活動を行

うこと（θ1 = 1）を所与として，国２の企業がECSR活動を行うときの目的

関数の値とECSR活動を行わないときの目的関数の値の差をとると次のよ

うになる．

　　　　　　　　  

　 式において，Aの値が十分大きく，A－2αi > 0が成立すると仮定して

いるので，次の関係が成立する．

　次に，国１の企業がECSR活動を行わない場合の国２の企業の戦略の決

定について考える．国１の企業がECSR活動を行わないこと（θ1 = 0）を所

与として，国２の企業がECSR活動を行うときの目的関数の値とECSR活動

を行わないときの目的関数の値の差をとると次のようになる．

　　　　　　　　
 

　 式より，Aの値が十分大きく，A－2αi > 0が成立すると仮定している

ので，次の関係が成立する．
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の国２の企業の戦略の決定について考える．国１の企業がECSR活動を行

うこと（θ1 = 1）を所与として，国２の企業がECSR活動を行うときの目的

関数の値とECSR活動を行わないときの目的関数の値の差をとると次のよ

うになる．

　　　　　　　　  

　 式において，Aの値が十分大きく，A－2αi > 0が成立すると仮定して

いるので，次の関係が成立する．

　次に，国１の企業がECSR活動を行わない場合の国２の企業の戦略の決

定について考える．国１の企業がECSR活動を行わないこと（θ1 = 0）を所

与として，国２の企業がECSR活動を行うときの目的関数の値とECSR活動

を行わないときの目的関数の値の差をとると次のようになる．

　　　　　　　　
 

　 式より，Aの値が十分大きく，A－2αi > 0が成立すると仮定している

ので，次の関係が成立する．



開放経済における環境・CSRと企業の社会的評価

Kumamoto Law Review, vol.152, 2021 Kumamoto Law Review, vol.152, 2021

― 55 ―

88

　以上より，aβ > αiが成立する場合，各国の企業のECSRに関する戦略決

定は図５のようになる．
aβ > αiのケース

　したがって，aβ > αiが成立する場合，各国の企業は，ECSR活動を行う

戦略に決定する均衡が実現する．

　aβ < αiが成立する場合，各国の企業のECSRに関する戦略決定は図６の

ようになる．

aβ < αiのケース

　したがって，aβ < αiが成立する場合，各国の企業は，ECSR活動を行わ

ない戦略に決定する均衡が実現する．以上より，次の命題が得られる．

命題４

⑴ 　aβ > αiが成立する場合，各国の企業が，ECSR活動を行う戦略に決定

する均衡が実現する．

⑵ 　aβ < αiが成立する場合，各国の企業が，ECSR活動を行わない戦略に

決定する均衡が実現する．

　命題４⑴の解釈は次のようになる．まず，企業がECSRの程度を高める

ことは，⑷式より，企業は自国の環境ダメージをより考慮して財の生産活
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動を行うので，環境ダメージをより負担することになる．他方，各国の限

界環境ダメージの程度が小さい（aβ > αi）とき，補題１より，各国におい

て，自国のECSRの程度が高まると，均衡における自国の財の生産量が増

加する．それにより，各国の利潤は増加し，各国の環境ダメージは増大する．

このように，企業がECSRの程度を高めると，自国の環境ダメージをより

負担することになるが，財の生産量増加による企業利潤の増加の効果が自

国の環境ダメージ増大の効果よりも大きいために，各国の企業はECSR活

動を行うことに決定すると考えられる．

　命題４⑵の解釈は次のようになる．まず，企業がECSRの程度を高める

ことは，⑷式より，企業は自国の環境ダメージをより考慮して財の生産活

動を行うので，環境ダメージをより負担することになる．他方，各国の限

界環境ダメージの程度が大きい（aβ < αi）とき，補題１より，各国におい

て，自国のECSRの程度が高まると，均衡における自国の財の生産量が減

少する．それにより，各国の利潤は減少し，各国の環境ダメージは低下す

る．このように，企業がECSRの程度を高めると，自国の環境ダメージを

より負担することになり，また，財の生産量減少による企業利潤の減少の

効果が自国の環境ダメージ低下の効果よりも大きいために，各国の企業は
ECSR活動を行わないことに決定すると考えられる．

５節　おわりに

　本稿では，Ohno（2020a）を参考にして，開放経済において，企業によ

るECSR活動により住民の企業に対する社会的な評価が高まる状況を想定

して，各国の企業によるECSR活動の内生的な決定について理論的な分析

を行った．主な結果として，まず，他国の企業によるECSR活動の程度が

自国の企業によるECSR活動の程度よりも相対的に小さい（大きい）場合

は，限界的なECSR活動により財に対する需要が増大する程度が高くなる

と，均衡における自国の財の生産量は増加（減少）することが示された．
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て，自国のECSRの程度が高まると，均衡における自国の財の生産量が増

加する．それにより，各国の利潤は増加し，各国の環境ダメージは増大する．

このように，企業がECSRの程度を高めると，自国の環境ダメージをより

負担することになるが，財の生産量増加による企業利潤の増加の効果が自

国の環境ダメージ増大の効果よりも大きいために，各国の企業はECSR活

動を行うことに決定すると考えられる．
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ことは，⑷式より，企業は自国の環境ダメージをより考慮して財の生産活

動を行うので，環境ダメージをより負担することになる．他方，各国の限

界環境ダメージの程度が大きい（aβ < αi）とき，補題１より，各国におい

て，自国のECSRの程度が高まると，均衡における自国の財の生産量が減

少する．それにより，各国の利潤は減少し，各国の環境ダメージは低下す

る．このように，企業がECSRの程度を高めると，自国の環境ダメージを

より負担することになり，また，財の生産量減少による企業利潤の減少の

効果が自国の環境ダメージ低下の効果よりも大きいために，各国の企業は
ECSR活動を行わないことに決定すると考えられる．

５節　おわりに

　本稿では，Ohno（2020a）を参考にして，開放経済において，企業によ

るECSR活動により住民の企業に対する社会的な評価が高まる状況を想定

して，各国の企業によるECSR活動の内生的な決定について理論的な分析

を行った．主な結果として，まず，他国の企業によるECSR活動の程度が

自国の企業によるECSR活動の程度よりも相対的に小さい（大きい）場合

は，限界的なECSR活動により財に対する需要が増大する程度が高くなる

と，均衡における自国の財の生産量は増加（減少）することが示された．
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また，自国の限界環境ダメージの程度が小さい（大きい）ときには，自国

の企業によるECSR活動が促進されると，均衡における自国の環境ダメー

ジは増加（減少）することが示された．そして，各国の限界環境ダメージ

の程度が小さい（大きい）場合は，各国の企業がECSR活動を行う（ECSR

活動を行わない）戦略に決定する均衡が実現することが示された．

　本稿の今後の課題については，次のようになる．本稿では，越境汚染が

存在しない状況で，同質的な財を想定して，各国の企業によるECSR活動

の内生的な決定について分析している．したがって，本稿のモデルをベー

スとして越境汚染が存在する状況を想定した分析や製品差別化が存在する

場合についての分析について今後考えていきたい．また，本稿では，企業

によるECSR活動により住民の企業に対する社会的な評価が高まる状況を

想定しているが，その程度は各国で同質的な状況を想定している．したがっ

て，ECSR活動により，企業の社会的評価が高まる程度が各国で異なる状

況を想定した分析についても今後考えていきたい．そして，本稿のモデル

を参考にして，逆需要関数や費用関数等について一般的な関数を想定し，
ECSR活動の水準を連続変数として，本稿と同様の内容に関して議論する

ことも今後の課題として考えている．

【注】

（１）各国の環境政策と国際貿易に関する先行研究に，Conrad（1993），Barrett

（1994），Ulph（1996）等があり，これらの先行研究では，不完全競争市場の
違いに注目して，各国の環境税や汚染物質の排出量基準等の環境政策の決定
が，国際貿易や環境にどのような影響を及ぼすかについて理論的に分析され
ている．また，Kawasaki and Ohno（2014）では，各国の政府による環境税の
政策決定を前提として，財の製品差別化に注目し，関税を課さない自由貿易
が効率的か否かについて理論的に分析されている．

（２）一般均衡モデルを用いてECSRに関する分析を行った先行研究にEe et al.

（2018）がある．Ee et al.（2018）では，一般均衡モデルを用いて，農業部門
と製造業部門を想定して，熟練労働者によるECSR投資が，熟練労働者と非
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熟練労働者の間の賃金格差にどのような影響を与えるかを分析している．
（３）ECSRが想定されていないGal-Or（1985）やDowrick（1986）では，同質的な

企業が逐次的に価格を決定する複占モデルで戦略的補完の関係が存在する状
況においては，後手の企業の利潤が先手の企業の利潤よりも大きくなること
を示しており，Hirose et al.（2017）では，このような先行研究の結果とは異
なる結果を示している．

（４）本稿の逆需要関数の企業の社会的評価に関する設定は，Liu et al.（2015）を
参考にしている．Liu et al.（2015）では，最大支払意思額とECSRによる需要
増大の効果が独立的に設定されているのに対して，本稿では，最大支払意思
額とECSRが関係している設定をしている．

（５）Giri and Sharma（2014）等のように，広告により，消費者の効用が高まる設
定とモデルが近いところがあるが，広告に関する議論とECSRに関する議論
の違いとして，そのコスト面の解釈にあると考えられる．

（６）他国の企業によるECSR活動の程度が自国の企業によるECSR活動の程度より

も相対的に大きい場合でも，  となる領域も存在する．

（７）任意のθjに対して，aβ－αi > 0のときには， が成立し，また，aβ－αi < 0
のときには， が成立するので，各ケースにおいて，財市場の均衡にお
ける目的関数のθiに関する単調性は確認できる．
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